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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第53期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第54期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第53期

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年
６月30日

自平成21年
４月１日
至平成21年
６月30日

自平成20年
４月１日
至平成21年
３月31日

売上高（千円） 1,989,0161,316,1626,624,096

経常利益又は経常損失（△）

（千円）
888 7,093 △779,158

四半期純利益、四半期（当期）純損失（△）（千円） 114,462△17,301△1,350,602

純資産額（千円） 2,776,3481,338,0081,147,566

総資産額（千円） 5,209,2893,198,1932,981,255

１株当たり純資産額（円） 308.25 68.21 127.45

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期（当期）純損失

金額（△）（円）
12.71 △1.41 △149.97

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） － － －

自己資本比率（％） 53.30 41.68 38.49

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△172,840△188,051△366,090

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△59,318 △12,953△320,552

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
172,333 190,375 281,936

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高（千円） 846,801 459,763 476,028

従業員数（人） 1,928 1,129 1,588

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、第53期第１四半期連結累計(会計)期間は

潜在株式が存在しておらず、また、第53期、第54期第１四半期連結累計(会計)期間は潜在株式は存在するもの

の１株当たり四半期（当期）純損失金額が計上されているため記載しておりません。
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２【事業の内容】

当連結グループは、四半期報告書提出会社（以下当社という）と当社の海外連結子会社７社で構成され、民生用

及び産業用の映像機器・音響機器等に使用される電子機器用部品並びに電子機器の製造販売を主要事業としておりま

す。

また、当社には関係会社として上記連結子会社のほかに親会社１社とその他の関係会社１社があります。

当第１四半期連結会計期間における、主要な関係会社の異動は次のとおりであります。

カタリスト株式会社（国内：親会社）

平成21年５月29日開催の当社取締役会において決議いたしました第三者割当により発行される株式の募集及び

新株予約権証券の募集に関し、割当先であるカタリスト株式会社より平成21年６月15日付にて払込手続きを完了し

たこと及び平成21年６月30日開催の当社定時株主総会において同社の代表者である田辺順一氏が当社の取締役に

就任したこと、並びに同社の新株予約権の行使が当社の資本政策において重要な位置を占めることから、当社の親

会社に該当することになりました。

ジャルコ エレクトロニクス ＵＳＡ，ＩＮＣ．（海外：販売促進子会社）

休眠状態となっておりました、ジャルコ エレクトロニクス ＵＳＡ，ＩＮＣ．は解散し清算結了したため、連結

の範囲から除外しております。

　

３【関係会社の状況】

　当第１四半期連結会計期間において、次の会社が新たに提出会社の関係会社となりました。

名称 住所 資本金
主要な事業
の内容

議決権の
被所有割
合
（％）

関係内容

（親会社）　

カタリスト株式会社
東京都世田谷区 2,000千円

投資業、財

務・経営コ

ンサルティ

ング業

41.03

　

当社の財務・経営コン

サルティング

役員兼任１名

　（注）１．カタリスト株式会社は有価証券届出書又は有価証券報告書の提出会社ではありません。

２．カタリスト株式会社の被所有割合は100分の50以下でありますが、実質的な影響力を持っているため親会社

としたものであります。 

　

　当第１四半期連結会計期間において、次の連結子会社が解散し清算結了したため連結の範囲から除外しております。

名称 住所 資本金
主要な事業
の内容

議決権の
所有割合
（％）

関係内容

ジャルコ　エレクトロニクス

 ＵＳＡ，ＩＮＣ．
米国

11,000千円

（100千アメリカ

ドル）

販売促進子

会社
100

当社製品の販売促進

役員兼任１名
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４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成21年６月30日現在

従業員数（人） 1,129[632]

　（注）１．上記従業員数には、役員は含まれておりません。

２．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は［　］内に当第１四半期会計期間の平均人員を外数で記載して

おります。

３．従業員数が前連結会計年度末に比べ459名減少しましたのは、「経営再建計画」に基づく適正人員の配置及

び解散を予定している海外子会社の人員整理などの構造改革によるものであります。また、臨時雇用者数が

前連結会計年度末に比べ増加しておりますが、これは主に機構部品事業における受注増に対応するためのも

のであります。

(2）提出会社の状況

 平成21年６月30日現在

従業員数（人） 130 [49]

　（注）１．上記従業員数には、役員は含まれておりません。

２．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除いております。）であり、臨時雇用者数は［　］内に当第

１四半期会計期間の平均人員を外数で記載しております。

EDINET提出書類

株式会社ジャルコ(E01948)

四半期報告書

 4/35



第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

　当連結グループの生産・販売品目は多種多様であり、同種の製品であっても、その構造、形式等は必ずしも一様では

なく、また事業の種類別セグメント情報の記載を省略しているため、「４．財政状態、経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況の分析」欄に含めて生産、受注及び販売の状況についての記載をしております。

２【事業等のリスク】

　当連結グループは、「経営再建計画」を着実に実行しており、その成果も出始めてきているものの、過年度からの営

業損失および営業キャッシュ・フローのマイナスと赤字体質からの脱却には至っておらず、当第１四半期連結会計

期間においても25百万円の営業損失及び営業活動によるキャッシュ・フローもマイナスとなっており、継続企業の

前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。 

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、新たに締結した重要な契約は次のとおりであります。

　東京信用保証協会の保証付き融資

　中小企業信用保険法第２条第４項第５号に基づいて文京区からの認可を受けて、東京信用保証協会へ申請してお

りました保証枠は、平成21年６月９日付けで２億円の保証枠が承認されました。

　以上の信用保証に基づき、平成21年６月29日付けで金融機関と２億円の金銭消費貸借契約を締結しました。

　この金銭消費貸借契約書に基づく借入は同日付けで実行されております。

　（保証の内容） 

①保証先の名称 東京信用保証協会

②保証金額 ２億円

③保証料率 年0.7％

④保証期間 貸付実行日から120か月

　（借入金の内容）

①借入先の名称 みずほ銀行丸の内中央支店

②借入金額 ２億円

③利率 年2.0％

④借入期間 借入実行日から120か月

⑤返済方法 １か月目から１か月毎元金均等返済

⑥担保提供資産 当社福島工場（工場財団）の土地建物全て
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）業績の状況

　当第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日）におけるわが国の経済は、前年からの景

気変動による影響で企業収益が悪化しており、先進諸国をはじめ各国が経済対策等を含めた景気対策により、株式

市場においては景気回復の兆しは見られるものの、企業における設備投資は大幅な減少が続いて、また、雇用環境の

厳しさが解消されない状況で、個人消費は依然低迷しております。

　当電子部品業界におきましても、中国や一部のアジア諸国においてはデジタル機器を中心に各国の景気刺激対策

の効果もあり回復傾向にありますが、日米欧においては自動車関連業界の不振が依然続いており、産業機器分野で

の需要低迷が継続しているものの、在庫調整が一巡した影響により、受注が回復してきた分野も多くなり最悪の環

境から脱却しつつあるものとおもわれます。

　このような環境下において、当連結グループは「経営再建計画」に基づいて早期に赤字体質からの脱却を図るた

め、高付加価値製品の開発、生産拠点の再編成、一貫生産体制の構築、適正人員による経営の効率化等の事業構造の

再構築を強力に推し進めており、生産コストの低減、商流の変更、物流体制の見直し、人件費および経費の削減活動

等によって、売上高では前年同四半期に比して減少しているものの、利益面では大幅な改善が図られてきておりま

す。

　この結果、当第１四半期連結会計期間は、売上高13億16百万円（前年同四半期比33.8％減）、営業損失25百万円

（前年同四半期は営業損失90百万円）、経常利益７百万円（前年同四半期は経常利益０百万円）、四半期純損失17

百万円（前年同四半期は四半期純利益１億14百万円）となりました。

　

事業部門別の業績は次のとおりであります。

　　高周波部品事業は、売上高１億35百万円（前年同四半期比50.6％減）、生産高１億17百万円（同60.9％減）、受注残

高80百万円となりました。機構部品事業は、売上高10億５百万円（同31.0％減）、生産高９億95百万円（同39.9％

減）、受注残高９億60百万円となりました。プレス部品事業は、売上高１億74百万円（同32.0％減）、生産高２億76

百万円（同48.4％減）、受注残高52百万円となりました。

所在地別セグメントの業績は次のとおりであります。

所在地別セグメントの業績では、日本においては、売上高７億39百万円（前年同四半期比35.2％減）、営業利益１

億１百万円（同892.5％増）となりました。東南アジアにおいては、売上高２億97百万円（同43.5％減）、営業損失

49百万円（前年同四半期は営業損失19百万円）となりました。東アジアにおいては、売上高２億79百万円（前年同

四半期比13.1％減）、営業利益30百万円（前年同四半期は営業損失92百万円）となりました。

なお、当連結グループは継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しておりますが、早期にこ

のような状況を解消すべく組織のスリム化を図り、目標達成のための管理制度を導入し、指示系統の明確化、進捗状

況の管理を徹底させ構造改革を推し進めております。

生産活動においては、生産拠点の再編成、最適地生産、内製・現調化、一貫生産体制の構築を行い、適正人員配置に

よる事業構造の変革を進めており、マレーシア生産現地法人の閉鎖等を含めた海外生産拠点の統廃合を進めると共

に、国内生産拠点の見直しによる生産性効率化、人員削減計画も合わせて実施しており、製造原価の大幅なコスト低

減を実現するための施策を実施しております。

販売活動においてはデジタルコネクタ及び精密プレス製品の開発・販売強化と新製品の市場への投入、マーケ

ティングの強化を図ると共に人材の見直しを図っております。

管理面におきましても、業務の見直しによる組織のスリム化、商流の変更、報酬・給与の減額と希望退職の実行を

すすめております。
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(2）キャッシュ・フローの状況

当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）の残高は４億59百万円

（前連結会計年度末４億76百万円）となりました。各キャッシュ・フローの状況と主な要因は以下の通りであり

ます。

当第１四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当第１四半期連結会計期間末における、営業活動によるキャッシュ・フローは、１億88百万円の減少（前年

同四半期は１億72百万円の減少）となりました。これは主に売上債権の増加と、マレーシア子会社の閉鎖準備

に伴った従業員解雇のための退職金を支払ったことによります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当第１四半期連結会計期間末における、投資活動によるキャッシュ・フローは、12百万円の減少（前年同四

半期は59百万円の減少）となりました。これは主に固定資産の取得によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第１四半期連結会計期間末における、財務活動によるキャッシュ・フローは、１億90百万円の増加（前年

同四半期は１億72百万円の増加）となりました。これは主に長期借入金での資金調達をしたことによります。

　

当社は、構造改革資金と運転資金を確保するために、平成21年３月に第１回無担保転換社債型新株予約権付社

債（ＭＳＣＢ）の発行、平成21年６月に第三者割当増資（借入金返済資金）及び新株予約権による資金調達を行

い、更に平成21年６月には東京信用保証協会枠による金融機関から２億円の長期資金の調達を行っております。

また、平成21年９月に第１回無担保転換社債型新株予約権付社債（ＭＳＣＢ）の償還期限が到来することと、

確実な「経営再建計画」実行に備え、新株予約権の行使を含めたスポンサーとの資金交渉も順調に進んでおりま

す。　

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。

(4）研究開発活動

当第１四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、18百万円であります。

なお、当第１四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変

更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。

　なお、当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末において計画中であった、ジャルコ　エレクトロニク

ス　マレーシア　ＳＤＮ．ＢＨＤ．の重要な設備の除却等は平成21年６月に完了しました。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 36,000,000

計 36,000,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成21年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年８月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 19,558,465 20,791,799ジャスダック証券取引所
単元株式数は
1,000株であり
ます。

計 19,558,465 20,791,799 － －

（注）　「提出日現在発行数」欄には、平成21年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により

発行された株式数は含まれておりません。
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（２）【新株予約権等の状況】

１．会社法に基づき発行した新株予約権付社債は、次のとおりであります。 

　第１回無担保転換社債型新株予約権付社債（平成21年３月２日取締役会決議）

 
当第１四半期会計期間末現在
（平成21年６月30日）

新株予約権付社債の残高（千円） 　　　　　　　　　　　　117,000千円

新株予約権の数（個） 　　　　　　　　　　　　　　117個　

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 　　　　　　　　　　　9,750,000株(注)

新株予約権の行使時の払込金額（円） 　　　　　　　　　150,000,000円(注)

新株予約権の行使期間
自　平成21年3月20日

至　平成21年9月19日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式

の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　22,000,000円 (注)

資本組入額11,000,000円 (注)

新株予約権の行使の条件

①各本新株予約権の一部行使はできないものと

する。

②本新株予約権の行使により、当社の発行可能

株式総数を超える数の株式が発行されることと

なる場合には、当該本新株予約権を行使するこ

とはできない。

新株予約権の譲渡に関する事項

本新株予約権付社債は会社法第254条第２項本

文及び第３項本文の定めにより本社債又は本新

株予約権のうち一方のみを譲渡することはでき

ない。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事

項
－

（注）１．(1)新株予約権の目的である株式の種類及びその数の算定方法

本新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、本新株予約権の行使請求により当社が

当社普通株式を交付する数は、行使請求する本新株予約権に係る本社債の払込金額の総額を本項第

(3)号記載の行使価額（ただし、本項第(4)号乃至第(8)号によって修正又は調整された場合は修正後

又は調整後の行使価額）で除して得られる最大整数（以下「交付株式数」という。）とする。この場

合に１株未満の端数を生じたときにはこれを切り上げ、現金による調整は行わない。

(2)新株予約権の行使に際して出資される財産の内容及びその価額

本新株予約権の行使に際して出資される財産は、当該本新株予約権に係る本社債とし、当該本社債の

価額はその払込金額と同額とする。

(3)転換価額

本新株予約権の行使により交付する当社普通株式の数を算定するにあたり用いられる1株当たりの

額（以下「転換価額」という。）は、当初、発行決議日の株式会社ジャスダック証券取引所における

当社普通株式の普通取引の終値（気配表示を含む）の90％に相当する金額（1円未満切捨て。以下

「当初転換価格」という。）とする。当初転換価格は1株に付き15円とする。

(4)転換価額の修正

当社は、払込日の翌日以降の毎取引日において、当該日において有効な行使価額と当該日の株式会社

ジャスダック証券取引所（以下「取引所」という。）における当社普通株式の普通取引の終値（気

配表示を含む。）の90％に相当する金額（1円未満切捨て。以下「基準価格」という。）を比較し、基

準価額が行使価額を下回る場合には、行使価額を当該基準価格に修正する。ただし、かかる算出の結

果、基準価額が当初行使価額の30％に相当する金額（ただし、本項第(6)号による調整を受ける。以下

「下限行使価額」という。1円未満切捨て。）を下回る場合には、修正後の行使価額は下限行使価額と

する。

(5)転換価額の調整

当社は、本新株予約権付社債の発行後、本項第(6)号に掲げる各事由により当社普通株式数に変更を

生じる場合又は変更を生じる可能性がある場合には、次に定める算式（以下「行使価額調整式」と

いう。）をもって行使価額を調整する。
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既発行普通株式数＋

交付普通株式数×1株当たりの払込金額

 
時　　　　価

調整後行使価額＝調整前行使価額×
  

既発行普通株式数　＋　交付普通株式数

(6)行使価額調整式により本新株予約権付社債の行使価額の調整を行う場合及びその調整後の行使価額

の適　用時期については、次に定めるところによる。

①本項第(7)号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を交付する場合（ただし、当

社の発行した取得条項付株式、取得請求権付株式もしくは取得条項付新株予約権（新株予約権付社

債に付されたものを含む。）の取得と引換えに交付する場合又は当社普通株式の交付を請求できる

新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）その他の証券もしくは権利の転換、交換も

しくは行使による場合を除く。）調整後の行使価額は、払込期日（募集に際して払込期間が設けられ

たときは当該払込期間の最終日とする。以下同じ。）の翌日以降、当社普通株主に割当てを受ける権

利を与えるための基準日がある場合は、その日の翌日以降、これを適用する。

②株式分割又は株式無償割当てにより当社普通株式を発行する場合

調整後の行使価額は、当社普通株式の株式分割のための基準日の翌日以降、当社普通株式の無償割当

ての効力発生日の翌日以降、これを適用する。ただし、当社普通株式の無償割当てについて、当社普通

株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日がある場合は、その日の翌日以降、これを適用す

る。

③取得請求権付株式であって、その取得と引換えに本項第(7)号②に定める時価を下回る対価をもっ

て当社普通株式を交付する定めがあるものを発行する場合（無償割当ての場合を含む。）、又は本項

第(7)号②に定める時価を下回る対価をもって当社普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株

予約権付社債に付されたものを含む。）その他の証券もしくは権利を発行する場合（無償割当ての

場合を含む。）調整後の行使価額は、発行される取得請求権付株式、新株予約権（新株予約権付社債

に付されたものを含む。）その他の証券又は権利（以下「取得請求権付株式等」という。）の全てが

当初の条件で転換、交換又は行使され当社普通株式が交付されたものとみなして行使価額調整式を

準用して算出するものとし、払込期日（新株予約権及び新株予約権付社債の場合は割当日）又は無

償割当ての効力発生日の翌日以降、これを適用する。ただし、当社普通株主に割当てを受ける権利を

与えるための基準日がある場合は、その日の翌日以降、これを適用する。

上記にかかわらず、転換、交換又は行使に際して交付される当社普通株式の対価が取得請求権付株式

等が発行された時点で確定していない場合は、調整後の行使価額は、当該対価の確定時点で発行され

ている取得請求権付株式等の全てが当該対価の確定時点の条件で転換、交換又は行使され当社普通

株式が交付されたものとみなして行使価額調整式を準用して算出するものとし、当該対価が確定し

た日の翌日以降、これを適用する。

④当社の発行した取得条項付株式又は取得条項付新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを

含む。）の取得と引換えに本項第(7)号②に定める時価を下回る対価をもって当社普通株式を交付す

る場合 調整後の行使価額は、取得日の翌日以降、これを適用する。

上記にかかわらず、上記取得条項付株式又は取得条項付新株予約権（新株予約権付社債に付された

ものを含む。）に関して当該調整前に本号③又は⑤による行使価額の調整が行われている場合には、

(ⅰ)上記交付が行われた後の本項第(7)号③に定める完全希薄化後普通株式数が、上記交付の直前の

既発行普通株式数を超えるときに限り、調整後の行使価額は、超過する株式数を行使価額調整式の

「交付普通株式数」とみなして、行使価額調整式を準用して算出するものとし、(ⅱ)上記交付の直前

の既発行普通株式数を超えない場合は、本④の調整は行わないものとする。

⑤取得請求権付株式等の発行条件に従い、当社普通株式1株当たりの対価（本⑤において「取得価額

等」という。）の下方修正等が行われ（本項第(6)号乃至第(8)号と類似の希薄化防止条項に基づく

調整の場合を除く。）、当該下方修正等が行われた後の当該取得価額等が、当該修正が行われる日

（以下「修正日」という。）における本項第(7)号②に定める時価を下回る価額になる場合

 (ⅰ)当該取得請求権付株式等に関し、本号③による行使価額の調整が修正日前に行われていない

場合、調整後の行使価額は、修正日に残存する取得請求権付株式等の全てが修正日時点の条件

で転換、交換又は行使され当社普通株式が交付されたものとみなして本号③の規定を準用し

て算出するものとし、修正日の翌日以降、これを適用する。

(ⅱ)当該取得請求権付株式等に関し、本号③又は上記(i)による行使価額の調整が修正日前に行わ

れている場合で、修正日に残存する取得請求権付株式等の全てを修正日時点の条件で転換、交
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換又は行使され当社普通株式が交付されたものとみなしたときの本項第(7)号③に定める完

全希薄化後普通株式数が、当該修正が行われなかった場合の既発行普通株式数を超えるとき

には、調整後の行使価額は、当該超過株式数を行使価額調整式の「交付普通株式数」とみなし

て、行使価額調整式を準用して算出するものとし、修正日の翌日以降、これを適用する。なお、1

か月間に複数回の取得価額等の修正が行われる場合には、調整後の行使価額は、当該修正され

た取得価額等のうちの最も低いものについて、行使価額調整式を準用して算出するものとし、

当該月の末日の翌日以降、これを適用する。

⑥本号③乃至⑤における対価とは、当該株式又は新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを

含む。）の発行に際して払込みがなされた額（本号③における新株予約権（新株予約権付社債に

付されたものを含む。）の場合には、その行使に際して出資される財産の価額を加えた額とす

る。）から、その取得又は行使に際して当該株式又は新株予約権の所持人に交付される金銭その他

の財産の価額を控除した金額を、その取得又は行使に際して交付される当社普通株式の数で除し

た金額をいう。

⑦本号①乃至③の各取引において、株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日が設定され、か

つ、各取引の効力の発生が当該基準日以降の株主総会又は取締役会その他当社の機関の承認を条

件としているときには、本号①乃至③にかかわらず、調整後の行使価額は、当該承認があった日の

翌日以降これを適用するものとする。

この場合において、当該基準日の翌日から当該取引の承認があった日までに、本新株予約権を行使

した新株予約権者に対しては、次の算出方法により、当社普通株式を交付するものとする。ただし、

株券の交付については本項第(15)号の規定を準用する。

　

株式数＝
(調整前行使価額－調整後行使価額)×

調整前行使価額により当該期間内に交付された

当社普通株式数

調整後転換価額

　

　

この場合に1株未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、その端数に調整後行使価額を乗じた金

額を返還する

(7)①行使価額調整式の計算については、1円未満を切り捨てる。

②行使価額調整式で使用する時価は、調整後の行使価額を適用する日（ただし、本項第(6)号⑦の場

合は基準日）に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社ジャスダック証券取引所における

当社普通株式の普通取引の毎日の終値の平均値（終値のない日数を除く。）とする。この場合、平

均値の計算は、1円未満を切り捨てる。

③完全希薄化後普通株式数は、調整後の行使価額を適用する日の1か月前の日における当社の発行済

普通株式数から、当該日における当社の有する当社普通株式数を控除し、当該行使価額の調整以前

に、本項第(6)号乃至第(8)号に基づき「交付普通株式数」とみなされた当社普通株式のうち未だ

交付されていない当社普通株式の株式数を加えたものとする（当該行使価額の調整において本項

第(6)号乃至第(8)号に基づき「交付普通株式数」に該当するものとみなされることとなる当社普

通株式数を含む。）。

④本項第(6)号①乃至⑤に定める証券又は権利に類似した証券又は権利が交付された場合における

調整後の行使価額は、本項第(6)号の規定のうち、当該証券又は権利に類似する証券又は権利につ

いての規定を準用して算出するものとする。

(8)本項第(6)号の行使価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当社は、必要な行使

価額の調整を行う。ただし、本新株予約権付社債の社債権者が、割当予定先であるATHENA INVESTMENT

のみである場合は、ATHENA INVESTMENTと協議のうえ、その承諾を得るものとする。

①株式の併合、当社を存続会社とする合併、新設分割、他の会社が行う吸収分割による当該会社の権

利義務の全部又は一部の承継、又は他の株式会社が行う株式交換による当該株式会社の発行済株

式の全部の取得のために行使価額の調整を必要とするとき。

②その他当社普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により行使価額の調整を必要

とするとき。

③行使価額を調整すべき事由が2つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の行使価額の算

出にあたり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。
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(9)本項(5)乃至(8)により行使価額の調整を行うときは、当社は、あらかじめ書面によりその旨及びその

事由、調整前の行使価額、調整後の行使価額、その適用の日その他必要な事項を本新株予約権付社債

の社債権者に通知する。ただし、本項(6)⑦の場合その他適用の日の前日までに前記の通知を行うこ

とができないときは、適用の日以降すみやかにこれを行う。

(10)新株予約権を行使することができる期間

本新株予約権付社債の社債権者は、平成21年3月20日から平成21年9月19日までの間（以下「行使可

能期間」という。）、いつでも、本新株予約権を行使すること（以下「行使請求」という。）ができ

る。ただし、行使可能期間は、①当社が、第14項第(2)号又は第(3)号に基づき本社債を繰上償還する場

合は、償還日の前銀行営業日まで、②当社が、第14項第(5)号に基づき取得した本社債を消却する場合

は、当社が本社債を消却した時まで、③当社が、第18項に基づき本社債につき期限の利益を喪失した

場合には、期限の利益を喪失した時までとする。上記いずれの場合も、平成21年9月19日より後に本新

株予約権を行使することはできない。

(11)新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金

本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金の額は、会社計算規則第40条の定

めるところに従って算出された資本金等増加限度額に0.5を乗じた金額とし、計算の結果1円未満の

端数を生ずる場合は、その端数を切り上げるものとする。増加する資本準備金の額は、資本金等増加

限度額より増加する資本金の額を減じた額とする。

(12)新株予約権の行使の条件

①各本新株予約権の一部行使はできないものとする。

②本新株予約権の行使により、当社の発行可能株式総数を超える数の株式が発行されることとなる

場合には、当該本新株予約権を行使することはできない。

２．担保提供制限

当社は、本新株予約権付社債の未償還残高が存する限り、本新株予約権付社債発行後、当社が国内で今後発行

する他の転換社債型新株予約権付社債に担保権を設定する場合には、本新株予約権付社債のためにも担保付

社債信託法に基づき、同順位の担保権を設定する。なお、転換社債型新株予約権付社債とは、会社法第2条第22

号に定められた新株予約権付社債であって、会社法第236条第1項第3号の規定に基づき、本新株予約権の行使

に際しては、当該新株予約権に係る社債を出資の目的とすることが新株予約権の内容とされたものをいう。

３．本新株予約権付社債は会社法第254条第2項本文及び第3項本文の定めにより本社債又は本新株予約権の

うち一方のみを譲渡することはできない。

４．本新株予約権付社債は、行使請求に際し当該行使請求があった日を含む暦月において当該行使により取

得することとなる株式数が、払込期日時点における上場株式数の10％を超える場合は、当該10％を超える

部分にかかる本新株予約権の行使を行わせない。
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　２．当社は、会社法に基づき新株予約権を発行しています。　

    第１回新株予約権　（平成21年６月15日取締役会決議）

　
当第１四半期会計期間末現在
（平成21年６月30日）

新株予約権の数                             500個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 　　　　　　　　　　　　　　 －

新株予約権の目的となる株式の種類　 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 　　　　　　　　　　 10,000,000株

新株予約権の行使時の払込金額                              25円

新株予約権の行使期間　
自　平成21年6月16日

至　平成22年6月15日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価

格及び資本組入額

    　1株当たり発行価格    　25円 (注)

    　1株当たり資本組入額  　12円 (注)

新株予約権の行使の条件 (注)

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)

代用払込みに関する事項　 ──────

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項　 (注)

新株予約権の取得条項に関する事項 (注)

　

(注)１．本新株予約権の目的である株式の種類及び数

①新株予約権の目的となる株式

当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により新株予約権の目的となる株式の数を調

整するものとする。ただし、かかる調整は、本新株予約権のうち、当該時点で権利行使または消却されて

いない新株予約権の目的となる株式の数についてのみ行われ、調整の結果生じる1株未満の端数は切り

捨てる。

　　　調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

また、上記のほか、割当日後、新株予約権の目的となる株式の数の調整をすることが適切な場合は、当社

は、合理的な範囲で株式の数の調整をすることができる。

なお、上記の調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てる。

②新株予約権１個あたりの目的となる株式の数

新株予約権１個あたりの目的となる株式の数は、20,000株とする。ただし、上記①に定める新株予約権

の目的となる株式の数の調整を行った場合は、同様の調整を行うものとする。また、当社が他社と合併

する場合、会社分割を行う場合、その他これらの場合に準じて株式の数の調整を必要とする場合には、

当社は合理的な範囲で適切に株式の数の調整を行うことができるものとする。ただし、係る調整は、本

新株予約権のうち、当該時点で権利行使または消却されていない新株予約権の目的となる株式の数に

ついてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てる。

２．本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

本新株予約権の行使に際して出資をなすべき１個あたりの額（以下「行使価額」という。）は、500,000円

（1株あたり25円。）とする。なお、行使価額は第11項によって調整されることがある。

３．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金に関する事項

本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１

項の規定に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じ

る場合はその端数を切上げた額とする。

４．行使価額の調整

(1)当社は、本新株予約権の発行後、本項第(2)号に掲げる各事由により当社普通株式数に変更を生じる場合

または変更を生じる可能性がある場合は、次に定める算式（以下「行使価額調整式」という。）を

もって行使価額を調整する。
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　 　 　 　 既発行
＋

交付株式数×１株当たりの払込金額

調整後
＝
調整前

×
株式数 時価

行使価額 行使価額 　 　 既発行株式数＋交付株式数

(2)行使価額調整式により本新株予約権の行使価額の調整を行う場合およびその調整後の行使価額の適用

時期については、次に定めるところによる。

①本項第(3)号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を交付する場合（ただし、当社

の発行した取得請求権付株式の取得と引換えに交付する場合または当社普通株式の交付を請求でき

る新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）その他の証券もしくは権利の請求また

は行使による場合を除く。）

調整後の行使価額は、払込期日（募集に際して払込期間が設けられたときは当該払込期間の最終日

とする。以下同じ。）の翌日以降、当社普通株式の株主（以下「普通株主」という。）に割当てを受け

る権利を与えるための基準日がある場合は、その日の翌日以降、これを適用する。

②株式分割または株式無償割当てにより普通株式を発行する場合

調整後の行使価額は、当社普通株式の株式分割のための基準日の翌日以降、当社普通株式の無償割当

てについて普通株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日がある場合は、その日の翌日以降、

また、当社普通株式の無償割当てについて普通株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日が

ない場合または株主（普通株主を除く。）に当社普通株式の無償割当てをする場合には、当該割当て

の効力発生日の翌日以降、これを適用する。

③取得請求権付株式であって、その取得と引換えに本項第(3）号②に定める時価を下回る対価をもっ

て当社普通株式を交付する定めがあるものを発行する場合（無償割当ての場合を含む。）、または本

項第(3）号②に定める時価を下回る対価をもって当社普通株式の交付を請求できる新株予約権（新

株予約権付社債に付されたものを含む。）その他の証券もしくは権利を発行する場合

調整後の行使価額は、発行される取得請求権付株式、新株予約権（新株予約権付社債に付されたもの

を含む。）その他の証券または権利（以下「取得請求権付株式等」という。）のすべてが当初の条件

で請求または行使され当社普通株式が交付されたものとみなして行使価額調整式を準用して算出す

るものとし、払込期日（新株予約権および新株予約権付社債の場合は割当日）または無償割当ての

効力発生日の翌日以降、これを適用する。ただし、普通株主に割当を受ける権利を与えるための基準

日がある場合は、その日の翌日以降、これを適用する。

上記にかかわらず、請求または行使に際して交付される当社普通株式の対価が取得請求権付株式等

が発行された時点で確定していない場合は、調整後の行使価額は、当該対価の確定時点で発行されて

いる取得請求権付株式等のすべてが当該対価の確定時点の条件で請求または行使され当社普通株式

が交付されたものとみなして行使価額調整式を準用して算出するものとし、当該対価が確定した日

の翌日以降、これを適用する。

④本号①乃至③の各取引において、株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日が設定され、か

つ、各取引の効力の発生が当該基準日以降の株主総会または取締役会その他当社の機関の承認を条

件としているときは、本号①乃至③にかかわらず、調整後の行使価額は、当該承認があった日の翌日

以降これを適用するものとする。

株式数 ＝

（調整前行使価額－調整後行使価額）　×
調整前行使価額により

当該期間内に交付された株式数

調整後行使価額

(3)①行使価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を切り捨てる。

②行使価額調整式で使用する時価は、調整後の行使価額を適用する日（ただし、本項第(2）号④の場合

は基準日）に先立つ45取引日目に始まる30取引日（終値のない日数を除く。）の株式会社ジャス

ダック証券取引所における当社普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値と

する。

この場合、平均値の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を切り捨てる。

③行使価額調整式で使用する既発行株式数は、基準日（基準日を定めない場合は効力発生日）がある

場合はその日、また、基準日（基準日を定めない場合は効力発生日）がない場合は、調整後の行使価

額を適用する日の１か月前の日における当社の発行済普通株式数から、当該日における当社の有す

る当社普通株式数を控除した数とする。また、本項第(2)号②の株式分割の場合には、行使価額調整式

で使用する交付株式数は、株式分割のための基準日における当社の有する当社普通株式に割り当て

られる当社普通株式数を含まないものとする。
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(4)本項第(2)号の行使価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当社は、必要な行使価

額の調整を行う。

①株式の併合、当社を存続会社とする合併、当社を承継会社とする吸収分割または当社を完全親会社と

する株式交換のために行使価額の調整を必要とするとき。

②その他当社普通株式数の変更または変更の可能性が生じる事由の発生により行使価額の調整を必要

とするとき。

③行使価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の行使価額の算

出に当たり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。

(5)本項第(1)号乃至第(4)号に定めるところにより行使価額の調整を行うときは、当社は、あらかじめ書面

によりその旨ならびにその事由、調整前の行使価額、調整後の行使価額およびその適用の日その他必

要な事項を本新株予約権者に通知する。ただし、本項第(2）号④の場合その他適用の日の前日までに

前記の通知を行うことができないときは、適用の日以降すみやかにこれを行う。

５．その他の本新株予約権の行使の条件

各本新株予約権の一部行使はできないものとする。

６．本新株予約権の取得事由

(1)当社は、会社法第273条の規定に従って事前通知又は公告したうえで、当社取締役会で定める取得日に、

その時点において残存する新株予約権の全部を新株予約権1個につき無償で取得することができる。

(2)当社は、当社が吸収合併による消滅並びに株式交換又は株式移転により他の会社の完全子会社となるこ

とを当社の株主総会で決議し、当該株式交換又は株式移転の効力発生日以前の取締役会において新株

予約権を取得する日を定めた場合、会社法273条の規定に従って通知又は公告したうえで、かかる取得

日に、その時点において残存する新株予約権の全部を新株予約権1個につき無償で取得することができ

る。

７．本新株予約権の行使請求および払込の方法

(1)本新株予約権を行使しようとするときは、当社の定める新株予約権の行使請求書（以下「新株予約権行

使請求書」という。）に行使しようとする本新株予約権を表示し、本新株予約権の内容および数なら

びにこれを行使する年月日等を記載して、これに記名捺印のうえ、行使期間中に第19項に定める行使

請求受付場所（以下「行使請求受付場所」という。）に提出しなければならない。

(2)本新株予約権を行使しようとするときは、新株予約権行使請求書の提出に加えて、本新株予約権の行使

に際して出資の目的とされる金銭の全額を現金にて払込取扱場所の当社の定める口座に振り込むも

のとする。

８．本新株予約権の効力発生時期等

本新株予約権の行使の効力は、新株予約権を行使した日に生じるものとする。なお、かかる「新株予約権を

行使した日」とは、行使に要する書類の全部が行使請求受付場所に到着した日または新株予約権行使請求

書に記載された本新株予約権を行使する年月日のいずれか遅い方の日を意味するものとする。
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（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成21年４月１日～

平成21年５月31日

（注）１

1,692,31110,712,31111,0001,021,00011,000 808,592

平成21年６月15日

（注）２　
8,000,00018,712,31172,0001,093,00072,000 880,592

平成21年６月１日～

平成21年６月30日

（注）１　

846,15419,558,4655,500 1,098,500 5,500 886,092

　（注）１．転換社債型新株予約権付社債の行使による増加であります。

　２．有償第三者割当増資

発行価格　　18円

資本組入額　 9円

割当先　カタリスト株式会社　

　３．平成21年７月１日から平成21年７月31日までの間に、転換社債型新株予約権付社債の行使により、発行済株式

総数が833,334株、資本金及び資本準備金がそれぞれ5,000千円、新株予約権の行使により、発行済株式総数が

400,000株、資本金及び資本準備金がそれぞれ5,100千円増加しております。

　

（５）【大株主の状況】

　当第１四半期会計期間において、カタリスト株式会社から平成21年６月19日付の大量保有報告書および平成21

年６月23日付けの訂正報告書の写しの送付があり、平成21年６月15日現在で潜在株式を含め18,000千株を保有し

ている旨の報告を受けております。　

　なお、カタリスト株式会社の大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。　

氏名及び名称 住所 所有株式数　
発行済株式総数に対
する所有株式数の割
合（％）

　カタリスト株式会社 　東京都世田谷区弦巻３－25－18
　 　普通株式　8,000,000株

 　新株予約権 10,000,000株　
60.90
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（６）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成21年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。　

①【発行済株式】

 平成21年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 15,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 8,959,000 8,959 －

単元未満株式 普通株式 46,000 － －

発行済株式総数 9,020,000 － －

総株主の議決権 － 8,959 －

　（注）「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式768株が含まれております。

②【自己株式等】

 平成21年６月30日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社ジャルコ
東京都文京区湯島

１－６－１
15,000 － 15,000 0.17

計 － 15,000 － 15,000 0.17

　（注）当第１四半期会計期間末日現在の所有株式数は16,335株であります。

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
４月

平成21年
５月

平成21年
６月

最高（円） 24 34 37

最低（円） 15 20 23

　（注）　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所における株価であります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表

規則に基づき、当第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び当第１四半期連結累

計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成してお

ります。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平

成20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表並びに当第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21

年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、ＫＤＡ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 ※2
 485,210

※2
 534,028

受取手形及び売掛金 885,851 737,983

商品及び製品 316,613 292,419

仕掛品 136,730 171,839

原材料及び貯蔵品 395,792 298,268

その他 220,082 137,015

貸倒引当金 △4,151 △4,884

流動資産合計 2,436,129 2,166,671

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 78,444 149,927

機械装置及び運搬具（純額） 73,238 80,358

工具、器具及び備品（純額） 197,417 182,012

土地 291,644 289,351

建設仮勘定 21,137 17,280

有形固定資産合計 ※1
 661,881

※1
 718,930

無形固定資産 14,002 15,803

投資その他の資産

投資有価証券 10,055 7,709

その他 76,123 72,141

投資その他の資産合計 86,179 79,850

固定資産合計 762,063 814,584

資産合計 3,198,193 2,981,255

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 691,915 609,615

短期借入金 20,004 157,963

転換社債型新株予約権付社債 117,000 150,000

未払法人税等 3,383 8,523

事業構造改善引当金 94,183 155,180

その他 210,454 214,218

流動負債合計 1,136,940 1,295,501

固定負債

長期借入金 179,996 －

繰延税金負債 18,587 18,587

退職給付引当金 307,108 300,655

役員退職慰労引当金 215,118 215,118

その他 2,433 3,825

固定負債合計 723,244 538,187

負債合計 1,860,185 1,833,689
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,098,500 1,010,000

資本剰余金 886,092 797,592

利益剰余金 △554,593 △537,291

自己株式 △3,322 △3,309

株主資本合計 1,426,675 1,266,990

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △282 △2,271

為替換算調整勘定 △93,385 △117,152

評価・換算差額等合計 △93,667 △119,423

新株予約権 5,000 －

純資産合計 1,338,008 1,147,566

負債純資産合計 3,198,193 2,981,255
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

売上高 1,989,016 1,316,162

売上原価 1,622,170 1,048,606

売上総利益 366,846 267,556

販売費及び一般管理費 ※1
 456,875

※1
 293,523

営業損失（△） △90,029 △25,967

営業外収益

受取利息 1,061 124

受取配当金 86 12

受取賃貸料 3,014 2,809

為替差益 93,332 29,327

その他 2,638 5,689

営業外収益合計 100,132 37,963

営業外費用

支払利息 4,457 4,107

その他 4,757 795

営業外費用合計 9,214 4,902

経常利益 888 7,093

特別利益

前期損益修正益 85,721 574

固定資産売却益 3,493 8,693

役員退職慰労引当金戻入額 26,850 －

賞与引当金戻入額 16,559 －

保険解約益 1,625 －

特別利益合計 134,249 9,267

特別損失

前期損益修正損 － ※2
 13,290

固定資産除売却損 － 156

特別損失合計 － 13,446

税金等調整前四半期純利益 135,138 2,915

法人税、住民税及び事業税 20,676 3,941

過年度法人税等 － 16,275

法人税等合計 20,676 20,216

四半期純利益又は四半期純損失（△） 114,462 △17,301
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 135,138 2,915

減価償却費 62,737 32,430

退職給付引当金の増減額（△は減少） △14,566 4,762

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △26,850 －

賞与引当金の増減額（△は減少） △28,464 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） 10,370 △575

受取利息及び受取配当金 △1,147 △136

支払利息 4,457 4,107

為替差損益（△は益） 12,553 277

固定資産売却損益（△は益） △3,493 △8,688

固定資産除却損 － 151

保険解約損益（△は益） △1,625 －

前期損益修正損益（△は益） △85,721 12,715

事業構造改善引当金の増減額（△は減少） － △63,365

売上債権の増減額（△は増加） △173,663 △150,266

たな卸資産の増減額（△は増加） △89,418 △67,751

仕入債務の増減額（△は減少） 56,323 72,847

未払又は未収消費税等の増減額 △16,848 9,712

その他 12,826 △1,710

小計 △147,391 △152,573

利息及び配当金の受取額 1,147 135

利息の支払額 △4,029 △9,108

法人税等の支払額 △22,565 △10,229

過年度法人税等の支払額 － △16,275

営業活動によるキャッシュ・フロー △172,840 △188,051

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 － △25,456

定期預金の払戻による収入 － 58,000

有形固定資産の取得による支出 △75,069 △52,719

有形固定資産の売却による収入 3,493 12,734

投資有価証券の取得による支出 △427 △356

無形固定資産の取得による支出 △6,689 △74

長期前払費用の取得による支出 － △6,930

保険積立金の解約による収入 22,518 －

差入保証金の差入による支出 △3,143 －

差入保証金の回収による収入 － 1,848

投資活動によるキャッシュ・フロー △59,318 △12,953
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（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 178,398 △158,611

長期借入れによる収入 － 200,000

長期借入金の返済による支出 △6,008 －

株式の発行による収入 － 144,000

新株予約権の発行による収入 － 5,000

自己株式の取得による支出 △46 △13

配当金の支払額 △10 －

財務活動によるキャッシュ・フロー 172,333 190,375

現金及び現金同等物に係る換算差額 24,007 △5,634

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △35,818 △16,264

現金及び現金同等物の期首残高 882,619 476,028

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 846,801

※
 459,763
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

　当連結グループは、「経営再建計画」を着実に実行しており、その成果も出始めてきているものの、過年度からの営業損

失および営業キャッシュ・フローのマイナスと赤字体質からの脱却には至っておらず、当第１四半期連結会計期間にお

いても25百万円の営業損失及び営業活動によるキャッシュ・フローもマイナスとなっており、継続企業の前提に重要な

疑義を生じさせるような状況が存在しております。

　当連結グループは、早期にこのような状況を解消すべく組織のスリム化を図り、目標達成のための管理制度を導入し、指

示系統の明確化、進捗状況の管理を徹底させ構造改革を推し進めております。

　生産活動においては、生産拠点の再編成、最適地生産、内製・現調化、一貫生産体制の構築を行い、適正人員配置による事

業構造の変革を進めており、マレーシア生産現地法人の閉鎖等を含めた海外生産拠点の統廃合を進めると共に、国内生産

拠点の見直しによる生産性効率化、人員削減計画も合わせて実施しており、製造原価の大幅なコスト低減を実現するため

の施策を実施しております。

　販売活動においてはデジタルコネクタ及び精密プレス製品の開発・販売強化と新製品の市場への投入、マーケティング

の強化を図ると共に人材の見直しを図っております。

　管理面におきましても、業務の見直しによる組織のスリム化、商流の変更、報酬・給与の減額と希望退職の実行をすすめ

ております。

　これらの構造改革資金と運転資金を確保するために、平成21年３月に第１回無担保転換社債型新株予約権付社債（ＭＳ

ＣＢ）の発行、平成21年６月に第三者割当増資（借入金返済資金）及び新株予約権による資金調達を行い、更に平成21年

６月は東京信用保証協会枠による金融機関から２億円の長期資金の調達を行っております。

　また、平成21年９月に第１回無担保転換社債型新株予約権付社債（ＭＳＣＢ）の償還期限が到来することと、確実な

「経営再建計画」実行に備え、新株予約権の行使を含めたスポンサーとの資金交渉も順調に進んでいるため資金確保に

問題はないものと認識しております。

　しかしながら、資金確保に向けた交渉は順調に進んでいるものの、現時点で確約されたものではなく、継続企業の前提に

関する不確実性が認められます。

　なお、四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影響を四

半期連結財務諸表には反映しておりません。　
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

連結の範囲に関する事項の変更 連結の範囲の変更
　ジャルコ エレクトロニクス ＵＳＡ，ＩＮＣ．は当第１四半期連結会計期
間において清算結了したため、連結の範囲から除外しております。

【簡便な会計処理】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

１．棚卸資産の評価方法 　当第１四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略
し、前連結会計年度末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定す
る方法によっております。
　また、棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものにつ
いてのみ正味売却価額を見積もり、簿価切下げを行う方法によっております。

２．固定資産の減価償却費の算定方法 　定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額
を期間按分して算定する方法によっております。

３．法人税等並びに繰延税金資産及び繰
延税金負債の算定方法

　法人税等の納付税額の算定に関して、加味する加減算項目や税額控除項目を
重要なものに限定する方法によっております。
　また、繰延税金資産の回収可能性の判断に関して、前連結会計年度末以降に
経営環境等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるた
め、前連結会計年度決算において使用した将来の業績予想やタックス・プラ
ンニングを利用する方法によっております。

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末
（平成21年６月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

※１．有形固定資産減価償却累計額 ※１．有形固定資産減価償却累計額

5,031,312千円 5,346,931千円

※２．担保資産

担保に供されている資産で、企業集団の事業の運営

において重要なものであり、かつ、前連結会計年度の末

日に比べて著しい変動が認められるものは、次のとお

りであります。

※２．担保資産

現金及び預金（定期預金） －千円 現金及び預金（定期預金） 58,000千円

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。

荷造運搬費 63,368千円

給料手当 93,573千円

賞与引当金繰入額 5,425千円

退職給付費用 3,959千円

研究開発費 30,381千円

貸倒引当金繰入額 10,370千円

荷造運搬費 47,838千円

給料手当 69,131千円

退職給付費用 3,629千円

研究開発費 18,817千円

貸倒引当金繰入額 953千円

　２．　　　　　　　────── ※２．前期損益修正損の内容

　主に、過年度における連結子会社との未達取引の認識

の誤差修正によるものであります。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

※　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に記

載されている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に記

載されている科目の金額との関係

（平成20年６月30日現在） （平成21年６月30日現在）

現金及び預金勘定 934,801千円

預入期間が３か月を越える定期預金 △88,000千円

現金及び現金同等物 846,801千円

 

現金及び預金勘定 485,210千円

預入期間が３か月を越える定期預金 △25,447千円

現金及び現金同等物 459,763千円
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（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成21年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　

平成21年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

　普通株式（株） 19,558,465

２．自己株式の種類及び株式数

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

　普通株式（株） 16,335

３．新株予約権等に関する事項

区分 新株予約権の内訳
新株予約権の目
的となる株式の

種類

新株予約権の目的となる
株式の数（株） 

新株予約権の四半期連結
会計期間末残高（千円）

 提出会社

（親会社）　

第１回無担保転換社債型新株予約権付

社債（転換社債型新株予約権付社債間

限定同順位特約付）

普通株式 （注） －

第１回新株予約権 普通株式 10,000,000 5,000

 合計  －  － －

（注）本新株予約権付社債における転換価格は、一定の転換価格の調整事由が生じた場合には本新株予約権付社債の募

集要項に従い調整されます。

詳細につきましては、「第４　提出会社の状況　１　株式等の状況　（２）新株予約権等の状況」に記載のとおりで

あります。

４．配当に関する事項

　該当事項はありません。

５．株主資本の著しい変動に関する事項

　当社は、当第１四半期連結会計期間において、転換社債型新株予約権の行使により資本金及び資本準備金がそ

れぞれ16,500千円増加し、また、平成21年６月15日付で、カタリスト株式会社から第三者割当増資の払込みを受

け資本金及び資本準備金がそれぞれ72,000千円増加しております。その結果、当第１四半期連結会計期間末に

おいて資本金が1,098,500千円、資本準備金が886,092千円となっております。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

　当第１四半期連結累計期間において、当連結グループは、映像機器・音響機器等に使用される電子機器用部品の

製造販売事業の売上高、営業利益の金額が、全セグメントの売上高合計及び営業利益の合計額に占める割合がい

ずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

【所在地別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

 
日本
（千円）

東南アジア
（千円）

東アジア
（千円）

北米
（千円）

計（千円）
消去又は全
社（千円）

連結
（千円）

Ⅰ　売上高及び営業損

益
       

売上高        

(1）外部顧客に対す

る売上高
1,140,786526,232321,998 － 1,989,016 － 1,989,016

(2）セグメント間の

内部売上高
508,280493,483341,777 － 1,343,541(1,343,541)－

計 1,649,0661,019,716663,775 － 3,332,558(1,343,541)1,989,016

営業利益又は営業

損失（△）
11,360△19,406△92,939 △175△101,16111,132△90,029

当第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

 
日本
（千円）

東南アジア
（千円）

東アジア
（千円）

北米
（千円）

計（千円）
消去又は全
社（千円）

連結
（千円）

Ⅰ　売上高及び営業損

益
       

売上高        

(1）外部顧客に対す

る売上高
739,182297,069279,910 － 1,316,162 － 1,316,162

(2）セグメント間の

内部売上高
385,190313,785255,006 － 953,982(953,982)－

計 1,124,372610,855534,917 － 2,270,144(953,982)1,316,162

営業利益又は営業

損失（△）
101,391△49,79330,603 △22 82,178(108,145)△25,967

　（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

２．本邦以外の区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。

(1）東南アジア………マレーシア、シンガポール、インドネシア

(2）東アジア…………香港、中国

(3）北米………………米国
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【海外売上高】

前第１四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

項目 東南アジア 東アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 343,554 529,163 306,071 1,178,788

Ⅱ　連結売上高（千円） － － － 1,989,016

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の

割合（％）
17.3 26.6 15.4 59.3

当第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

項目 東南アジア 東アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 250,015 375,414 202,202 827,633

Ⅱ　連結売上高（千円） － － － 1,316,162

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の

割合（％）
19.0 28.5 15.4 62.9

　（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

２．各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。

(1）東南アジア………マレーシア、シンガポール、インドネシア等

(2）東アジア…………香港、韓国、台湾、中国等

(3）その他の地域……英国、米国、メキシコ、ブラジル、フランス等

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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（有価証券関係）

　前連結会計年度末に比べて著しい変動は認められないため、記載しておりません。

（デリバティブ取引関係）

　該当事項はありません。

（ストック・オプション等関係）

該当事項はありません。

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成21年６月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

１株当たり純資産額 68.21円 １株当たり純資産額 127.45円

２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額（△）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 12.71円 １株当たり四半期純損失金額（△） △1.41円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失

であるため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円） 114,462 △17,301

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は普通株式に係る

四半期純損失（△）（千円）
114,462 △17,301

期中平均株式数（千株） 9,007 12,273

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在

株式で、前連結会計年度末から重要な変動があった

ものの概要

－ 第１回無担保転換社債型新株

予約権付社債（券面総額

117,000千円）及び第１回新株

予約権（新株予約権の数500

個）

これらの詳細については、「第

４　提出会社の状況　１　株式等

の状況　（２）新株予約権等の

状況」に記載のとおりであり

ます。
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（重要な後発事象）

当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

１．第１回無担保転換社債型新株予約権付社債の権利行使について

　当第１四半期連結会計期間終了後、平成21年７月３日までに転換社債型新株予約権付社債の権利行使による新株への

転換が行われました。その概要は次のとおりであります。

・転換社債型新株予約権付社債の減少額 10,000千円

・資本金の増加額 5,000千円　

・資本準備金の増加額 5,000千円　

・増加した株式の種類及び株数：普通株式 833,334株　

　

２．第１回新株予約権の権利行使について

　当第１四半期連結会計期間終了後、平成21年７月27日までに新株予約権の権利行使が行われました。その概要は次の

とおりであります。

・行使価額総額 10,000千円

・新株予約権の発行価額 200千円

・資本金の増加額 5,100千円　

・資本準備金の増加額 5,100千円　

・増加した株式の種類及び株数：普通株式 400,000株　

　

３．希望退職者の募集について

　当社は、平成21年７月29日開催の当社臨時取締役会において、下記のとおり希望退職者の募集を行うことを決議いた

しました。

(1）希望退職者募集の理由　

　当社は、課題としている業績回復に向けて事業体制の再構築に取り組んでおりますが、今回、人的資源の効率化およ

び固定費の削減を目的に希望退職者の募集を行うことといたしました。

(2）希望退職者募集の概要

①募集対象者 国内事業所勤務の社員

②募集人員 40名程度を予定（平成21年６月30日現在の従業員数142名）

③募集期間 平成21年７月29日～平成21年８月20日

④退職予定日 平成21年９月30日

⑤その他 退職者に対しては会社都合扱いの退職金と特別加算金を支給する。

(3）希望退職による損失の見込額

　本件に係る費用は、実際の応募者の人数や構成によって金額が変動しますので、損益に与える影響（特別損失計上

額及び人件費削減額）につきましては未確定であります。　

　

（リース取引関係）

　前連結会計年度末に比べて著しい変動は認められないため、記載しておりません。

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成20年８月14日

株式会社ジャルコ

取締役会　御中

ＫＤＡ監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 佐佐木　敬昌　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 関本　　享　　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ジャルコの

平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年

６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結

キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ジャルコ及び連結子会社の平成20年６月30日現在の財政状態、同

日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績並びに第１四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適

正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

追記情報

１．継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は継続して営業損失及び営業キャッシュ・フローがマイ

ナスの状況にあり、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営者の対応等は当該注記に

記載されている。四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を四半期連

結財務諸表には反映していない。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年８月14日

株式会社ジャルコ

取締役会　御中

ＫＤＡ監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 佐佐木　敬昌　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 関本　　享　　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ジャルコの

平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年

６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ジャルコ及び連結子会社の平成21年６月30日現在の財政状態、同

日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさ

せる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
追記情報

１．継続企業の前提の注記に記載されているとおり、会社は継続して営業損失、純損失及び営業キャッシュ・フローがマイ

ナスの状況にあり、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような状況が存在している。当該状況を解消するた

めの改善策は、当該注記に記載されているが、経営再建計画及び当該計画を進める為の資金調達に関して、新株予約権全

ての行使を行う旨の確約は得られていない為、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる。四半期

連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性の影響は四半期連結財務諸表には反

映していない。

　
２．会社は重要な後発事象には、

１) 平成21年７月１日より７月３日までに第1回無担保転換社債型新株予約権付社債の権利行使による新株への転換が

行われた旨、

２）平成21年７月１日より７月27日までに新株予約権の権利行使が行われた旨、

３）平成21年７月29日の臨時取締役会にて決議した希望退職者の募集を行った旨、

の記載がある。
 
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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